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研究要旨 

本研究では、①女性の健康に影響を与える社会決定要因についてシステマティックレビ

ューを行うとともに、②市町村等で実施されている女性に対する健康支援対策の中で好事

例の調査を行い、さらに③大規模疫学調査や既存統計データを用いて、女性の就労状況、婚

姻状況等について将来推計を行い、今後予想される人口構成、上記女性の社会状況の変化を

同時に考慮することで、2030年までの人口寄与危険度割合を予測し、今後の女性の健康増進

に必要な対策を明らかにすることを目的とした。 

システマティックレビューの結果、日本人女性を対象にした研究は十分ではなく、特に子

育て期(20～30歳代）の女性を対象としたエビデンスや、就労や所得・収入に関連するエビ

デンスが少ないことが示された。一方で、その限られたエビデンスの中から、日本における

社会的健康決定要因と健康指標の関連に、顕著な性差が認められることが示された。また、

わが国の大規模疫学調査（JPHC-Next研究）に参加した40-74歳の女性約4.5万人を対象にし

た検討結果では、どの世代においても、ワーク・ライフ・バランスが悪い女性ほど、主観的

健康観が悪く、うつやストレスの度合いも強い傾向であった。 

市町村等を対象に、女性のライフステージ毎の疾病予防対策について、好事例を収集した

結果、周産期女性に対する健康支援を最近になって開始した市町村が多く、評価には更なる

観察が必要であるが、周産期女性への健康支援は、女性の社会・経済状態がよい市町村にお

いて、高い頻度で取り組まれていた。一方で、更年期女性に対する健康支援を取り組んでい

る市町村は非常に少なかった。 

マイクロシュミレーションモデルを用いた結果、2000年代から急激に非婚姻女性の正規

労働者の減少と、パートタイム労働者の増加が観測され、また、2030年にかけて、非婚姻女

性でかつパートタイム労働者において寄与危険度割合の増加が予測され、その結果、非婚姻

女性でかつパートタイム労働者における人口寄与危険度割合の増加が認められた。 
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A. 研究目的 

近年、女性の健康支援の促進が、女性の社

会参加をより進める上での、喫緊の課題と

して認識されてきている。しかしながら、我

が国の女性の多くが、「仕事と家事・育児・

介護などの家庭生活を両立する」というワ

ーク・ライフ・バランスの確保が充分でな

い。そのため多くの役割を果たすことに伴

ったストレス反応等を介して、社会決定要

因が健康への悪影響を与えている可能性が

大きい。このように、日本では、女性の多く

が、仕事と家庭生活の両立を保つこと、それ

ら役割を担うことに起因するストレス反応

とその健康障害、といった社会的・経済的要

因が背景にある健康課題に直面している。 

そこで本研究では、①女性の健康に影響

を与える社会決定要因についてのシスティ

マティックレビュー、②特に女性の健康支

援対策に着目した受診・参加勧奨方法にお

ける好事例の調査、③女性の就労状況、婚姻

状況等の変化を考慮した疾病構造の動向の

予測、を行い、その結果を踏まえて、女性の

健康増進に必要な対策を明らかにすること

を目的とする。 

 

B．研究方法 

①女性の健康における社会決定要因に関す

るシステマティックレビュー 

女性の健康における社会決定要因と考え

られる婚姻形態、同居家族構成、ソーシャル

サポートや、社会経済状況（教育歴、職業、

雇用形態、所得・収入）と女性の健康（全死

亡、循環器死亡・罹患、がん死亡・罹患、自

覚的健康感、うつ・抑うつ、精神的苦痛、

喫煙、飲酒）の関連に関するシステマティッ

クレビューを実施するため、MEDLINE から

対象国を日本と調査対象(動物実験除く)、言

語(英語)、論文形式（総説やレターなど除外）

に固定した上で、文献を抽出した。 

上記システマティックレビューの成果

を補完する目的で、2011 年から開始した、

わが国の大規模疫学調査（JPHC-Next 研

究）に参加した 40-74 歳の女性約 4.5 万人

を対象に、社会経済状況と生活習慣との

関連について世代別に横断的な解析を行

った。 

 

②市町村や民間団体における女性の健康増

進施策の好事例の調査 

市町村等自治体を対象に、女性のライフ

ステージ毎の社会的・経済的要因に応じた

疾病予防対策に関する質問票調査および聞

き取り調査を実施した。質問票作成に当た

っては、少子高齢化に伴う人口構造の変化

および地域特性を考慮するため、東京都文

京区、東京都新宿区（女性の健康保健セン

ター）、東京都江東区、兵庫県尼崎市、大

阪府立母子保健総合医療センター、茨城県

筑西市、秋田県井川町といった都市部から

農村部までを対象に事前聞き取り調査を行

い、自治体や自治体の取組を支援している

民間団体による女性の健康増進施策（周産

期・更年期精神保健ケアを含む）の実態を

把握した。その結果、女性の健康支援に特

化した部署の設置、他部署との協力体制の

構築、出産後の母親を対象とした健康支

援、特定健診未受診者への受診勧奨、40歳

未満を対象とした生活習慣病予防健診の実

施が好事例として抽出された。 

磯らが厚生労働科学研究（平成24-26年

度）で作成した、市町村向け「健康づくり

への住民参加促進ハンドブック」に基づい
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て、別紙１の質問票を作成し、市町村を女

性の社会経済状況と死亡率によって層別化

して抽出した241の市町村に対して郵送調

査を行った。具体的には、2010年国勢調査

における40～74歳の女性人口1,000人以上

の市区町村を人口中央値で二群に分けた

後、各群において女性の社会経済状況を反

映し、予備的分析において死亡率の相関が

あった、女性事業主の割合（対就業女性人

口）、女性における大学卒業以上の学歴を

持つ人の割合（対15歳以上女性人口）、女

性の就業割合（対15歳以上女性人口）、就

業者における女性の割合（対全就業者）、

市区町村財政力指数・賃金男女比（産業

計、都道府県別）、生活保護被保護者の割

合（対40-74歳女性人口、都道府県別）の7

項目について、下位四分の一となる市区町

村に1ポイントを付与し、合計スコア（0～

7点）を計算した。この合計スコアは、点

数が小さいほど女性の社会経済状況が良い

ことを表す。過去の実績から、質問票の回

答率を60%程度と想定し、好事例集作成の

ために十分なサンプル数を集めるために送

付先を検討した結果、合計スコアが4点以

上かつ死亡率が下位40%のグループ（グル

ープ1:71市区町村）、合計スコアが4点以

上かつ死亡率が上位10%のグループ（グル

ープ2:69市区町村）、合計スコアが0点か

つ死亡率が下位10%のグループ（グループ

3:53市区町村）、合計スコアが0点かつ死

亡率が上位20%のグループ（グループ4:54

市区町村）の計247市区町村を抽出した。

このうち、政令指定都市の区部は保健行政

を担う市を送付先とし、また、東日本大震

災による影響で全地域避難対象となってい

る市町村へは質問票を送付しないこととし

た結果、241市町村を最終的な質問票送付

先として選定した。 

 

③今後の社会構造の変化に伴う女性の健康

問題と疾病構造の予測 

就業構造基本調査、人口動態調査（死

亡）、国民生活基礎調査の調査票情報利用

申請を進め、女性の就業状況および婚姻状

況の2030年までの変化を、上記統計データ

から、Age-Period-Cohort（APC）モデルお

よびマイクロシュミレーションモデル（IN

AHSIM：Integrated Analytical Model for H

ousehold Simulation）の両手法を用いて将

来推計を行った。 

Age-Period-Cohort（APC）モデルは、外

挿法（extrapolation）の一種であり、1982

～2012年までの就業構造基本調査の集計デ

ータのトレンドを、年齢効果、時点効果、

コホート効果の3つに分解し、2012年以降

の時点効果を単変量時系列分析の手法を用

いて予測、それを元の式に加えて再計算す

ることで、2030年における40歳～59歳の女

性人口を推計したものである。年齢効果、

時点効果、コホート効果の識別には、Yang

 et. al. (2004)の Intrinsic Estimatorを利用

した。 

INAHSIMについては、松浦が参加して

いる一橋大学経済研究所 共同利用・共同

研究拠点事業プロジェクト研究における稲

垣（2007）のレプリケーション結果を利用

した。具体的には、稲垣（2007）に倣い、

平成13年度の国民生活基礎調査を初期値デ

ータとして使い、日本の総人口の1000分の

１の仮想社会を構築し、2020年、2025年、

2030年における20歳～64歳の女性の婚姻関

係別・就業形態別人口予測を行った。ま
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た、シミュレーションの確定結果なども踏

まえて、就業状況・婚姻状況ごとの総死亡

に関する相対危険度（Honjo et al., 2015）

を組み合わせて、年齢階級毎の寄人口与危

険割合を算出した。 

 
C．研究結果 

①女性の健康における社会決定要因に関す

るシステマティックレビュー 

MEDLINE から文献を抽出した結果、合計

1,089 編の文献が抽出された。その中から、

女性を対象にしていないもの、男女で結果

が別に示されていないものを除外し、社会

決定要因と健康指標ごとに分類した。さら

に、抄録を確認し適切な検証が行われてい

ないものを除外した。その上で、検索式で得

られなかった論文も多数見受けられため、

手作業で論文を検索する作業も追加した。

その結果、教育歴（36 編）、所得・収入（11

編）、職業（31 編）、雇用形態（11 編）、婚

姻形態（23 編）、居住形態（11 編）の論文

を把握し、健康指標ごとに整理しシステマ

ティックレビューを実施した。 

 システマティックレビューの結果、社会

経済状況による死亡や罹患との関連につ

いてはいくつかの大規模コホートから報

告がされており、社会経済状況が悪いと死

亡リスク、疾病罹患リスクが高い傾向がみ

られた。しかし、日本人女性を対象とした

健康の社会的決定要因に関する検証はま

だ十分とはいえず、特に子育て期（20～3

0代）の女性を対象としたエビデンス、就

労や所得・収入に関連するエビデンスが少

ないことが示された。また、社会決定要因

と健康指標の関連に顕著な性差が存在し、

その性差の傾向は、対象とする要因や健康

指標によって一貫していないことも示唆

された。 

さらに、大規模疫学調査（JPHC-Next 研

究）を用いて行った補完的検討の結果で

は、40～74 歳のどの世代においても、ワ

ーク・ライフ・バランスが悪い女性ほど、

主観的健康観が悪く、うつやストレスの

度合いも強かった。さらに、ワーク・ライ

フ・バランスが悪い女性ほど、現在飲酒、

5 時間未満の短時間睡眠、週 3 回以上の外

食利用者の割合も高かった。 

婚姻と就業の組み合わせについて分析

した結果、どの就業形態においても非婚

姻女性は、主観的健康観が悪く、うつやス

トレス度合いが高かった。特に非婚姻か

つ派遣・契約・パートの女性において、そ

の傾向が顕著であった。同様の傾向は、現

在喫煙や 2 合/日の多量飲酒にも認められ、

特に非婚姻かつ自営の女性においてその

傾向が顕著であった。これらの傾向は、一

般的な正規雇用の上限年齢である 60 歳

未満の集団において顕著に認められた。 

 

②市町村や民間団体における女性の健康増

進施策の好事例の調査 

市町村における女性の健康支援に関す

る質問票結果から、周産期女性に対する健

康支援を最近になって開始した市町村が

多く、評価には更なる観察が必要であるこ

とがわかった。周産期女性への健康支援は、

女性の社会・経済状態が良い市町村におい

て、高い頻度で取り組まれていた。一方で、

女性の社会・経済状態に関わらず、死亡率

の低い市町村では、特定健診受診率・特定

保健指導終了率が高く、若年層への健診受

診勧奨を含む、受診率の向上のための取り
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組みが工夫されていた。また、39歳以下の

若年層を対象とした健康への取り組みは、

重症化予防対策の観点から、多くの市町村

で実施されていた（137/164市町村）。一方

で、更年期女性に対する健康支援を取り組

んでいる市町村は少なかった（26/141市町

村）。 

 

市町村における周産期女性に対する健

康支援に関しては、以下の好事例が報告さ

れた。 

 エジンバラ産後うつ質問票を用い

た産後うつの全数把握調査の実施 

 病院助産師等と連携した出産後の

母親のサポートの充実 

 愛育委員・子育て支援センター等と

連携した乳幼児健診時や幼稚園・保

育園の送迎時の乳がん・子宮がん検

診の受診勧奨の実施 

 教育委員会等との連携した小・中・

高等学校に助産師を派遣すること

による性教育の実施 

 保育所・幼稚園・小学校・中学校に

管理栄養士等を派遣することによ

る「親子クッキング教室」等を通し

た栄養改善活動の実施 

等が挙げられる。 

 

若年層への健診受診勧奨を含む、特

定健診・特定保健指導受診率の向上の

ための取り組みが工夫に関しては、以

下の好事例が報告された。 

 

 特定健診担当部署の一元化による

受診・保健指導の勧奨に従事する職

員の増員 

 医療機関を訪問することによる健

診受診・保健指導の勧奨の依頼 

 40歳・新規受診対象者に対した受診

勧奨 

 目立つよう、また住民に覚えてもら

うよう、受診券・健診案内封筒を毎

年黄色に統一 

 未受診理由に関するアンケート調

査に基づく健診実施日等の改善 

 過去3～5年の受診状況に基づくグ

ループ分けと、グループの特徴に合

わせた受診勧奨の実施 

等が挙げられる。 

 

③今後の社会構造の変化に伴う女性の健康

問題と疾病構造の予測 

1982～2012年（5年毎）の就業構造基礎調

査を用いたAPCモデルによる予測を行った

ところ、①調査データ・ポイントが7ポイン

トと少なかったこと、②2000年代後半にお

ける急速なフルタイム労働者の減少とパー

トタイム労働者の増加の影響を受けてしま

い、短期予測に対して有用ではなかった。そ

こで、そのような影響に左右されにくいマ

イクロシミュレーションを用いて、2030年

の40～59歳までの女性人口を推計した結果、

配偶者なしの割合は、2010年19.9%から2030

年32.0％まで増加を認めた。また、配偶関係

の有無にかかわらず、正規雇用者の割合は

大きく減少し、その減少は特に配偶者なし

のグループで大きかった（2010年：54%; 20

30年：42%）。さらに、配偶者なしのグルー

プでは、パートタイムの労働者の割合の増

加が予測された（2010年：30%; 2030年：3

7%）。 

上記予測に基づいて、2010年および2030
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年における総死亡の人口寄与危険度割合を

計算した結果、配偶関係なしのグループに

おいて、パートタイムの労働者の間で正規

労働者を基準とした場合の人口寄与危険度

割合の増加が認められた (2011年：21％；2

030年：25％)。 
 
D．考察 

①女性の健康における社会決定要因に関す

るシステマティックレビュー 

システマティックレビューの結果、129 本

の女性の健康における社会決定要因に係る

研究論文が同定されたが、未だ日本人女性

に関する科学的知見は少なく、更なる研究

推進の必要性が明らかになった。現時点に

おいて社会経済状況による死亡や罹患との

関連についてはいくつかの大規模コホート

から報告がされており、基本的に社会経済

状況が悪いと死亡リスク、疾病罹患リスク

が高い傾向が見られた。なお、社会経済状況

と健康行動や精神健康に関する研究は限ら

れており、社会経済状況が健康に影響を及

ぼすメカニズムの検証には至っていなかっ

た。 

また、多くの社会決定要因と健康指標と

の関連に顕著な性差を認めた。このような

性差について理解するためには、生物学的

性の影響に加えて、社会状況、社会的規範な

ど社会的環境の違いを考慮した研究エビデ

ンスを積み重ねていくことが重要であると

考えられた。欧米と異なり、日本では、「男

性は外で働いて家計を維持し、女性は家庭

を守るべきである」といった性別役割分業

規範が依然として根強く、このことが、女性

の家庭生活、就労、社会経済状況、役割など

人生の様々な局面に影響を与えている。こ

のような社会的特徴は、女性の健康に直接

的にも間接的にも大きく影響している。実

際に、大規模疫学調査（JPHC-Next 研究）

を用いた検討を行った結果、特に、壮年世

代では就労やワーク・ライフ・バランスと

いった、家庭外における要因を伴った健

康の社会決定要因が飲酒や喫煙、短時間

睡眠等の不規則な生活習慣を介して、健

康に影響を及ぼしている可能性が示され

た。したがって、女性の健康に関する社会

的決定要因の把握には、その背景にある性

別役割分業規範の影響を含めた理解が重要

である。 

 

②市町村や民間団体における女性の健康増

進施策の好事例の調査 

市町村における女性に対する健康課題に

関する取り組みについては、未だ発展途上

である。周産期女性に対する健康支援は最

近になって開始した市町村が多かったもの

の、更年期女性に対する健康支援を取り組

んでいる市町村は少なかった。さらに、周

産期女性への健康支援については、女性の

社会・経済状態が良い市町村で、高い頻度

で取り組まれていた。 

さらに、市町村における特定健診受診率・

特定保健指導終了率は、女性の社会・経済状

態に関わらず、死亡率の低い市町村で高く、

受診率の向上のための取り組みが工夫され

ていた。     

39歳以下の若年層を対象とした健康への

取り組みは、重症化予防対策の観点から、多

くの市町村で実施されていた。特定健診世

代よりも、若年層の方が行動変容を起こし

やすいことから、若年層を対象とした健康

への取り組みが重要である。 

また、女性の健康増進施策に十分な人員
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確保ができない市町村も多く、特定健診担

当部署の一元化や医療機関との密な連携な

ど、他部署・他期間との連携による受診・

保健指導の勧奨が、受診率向上のためには

必要であると考えられる。 

 

③今後の社会構造の変化に伴う女性の健康

問題と疾病構造の予測 

社会構造の変化に関する将来推計および

疾病構造の予測では、2000年代からの急激

な非婚姻女性の正規労働者の減少と、パー

トタイム労働者の増加が観測され、また、

2030年にかけて、非婚姻女性でかつパート

タイム労働者において寄与危険度割合の増

加が予測された。現在の雇用政策の関数で

はあるが、2030年に40～59歳になる女性の

雇用を安定させる事が出来なければ、この

ような予測が近い将来、現実となる可能性

が高い。 

一方、本プロジェクトで構築したマイク

ロシミュレーションは、改善の余地を残し

ている。国民生活基礎調査データを更に蓄

積し、都道府県ごとの遷移確率、健康・所

得などの情報についても考慮することで、

モデルの精緻化を踏まえた上で、より現実

に近い婚姻状況別×就業状況についての成

果を公刊する予定である。 
 
E．結論 

日本人女性に関する科学的知見は非常に

少なく、更なる研究推進が必要性である

が、日本人女性では、性別役割分業規範と

いった社会的特徴が、女性の健康に大きく

影響していることが示唆された。実際に、

大規模疫学調査（JPHC-Next研究）を用

いた検討を行った結果、ワーク・ライ

フ・バランスの悪い女性や非婚姻でかつ派

遣、契約、パートタイムの女性では、どの

世代においても、主観的健康観が悪く、う

つ、ストレスの度合いが強かったことか

ら、このような女性に対する支援が、今後

の課題であることが示された。このよう

に、女性の健康に関する社会決定要因の把

握には、その背景にある性別役割分業規範

が非常に重要であると考えられる。 

また、市町村における女性への健康課題

に関する取り組みについては、他部署、他

機関との連携を図り、思春期、周産期、更

年期女性に対する健康支援の取り組みが必

要であることが示された。 

社会構造の変化に関する将来推計予測か

らは、2000年代からの急激な非婚姻女性の

正規労働者の減少と、パートタイム労働者

の増加が観測され、また、2030年にかけ

て、非婚姻女性でかつパートタイム労働者

において総死亡の正規労働者に対する寄与

危険度割合の増加が予測された。 

今後、未婚者、非正規雇用者、及び自営業

者に対する支援を行うことで、死亡率を減

らす方策を、進めることが必要である。 
 
F．健康危険情報 
なし 
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 3.その他 
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  No 1 

1202 

女性の健康支援についてのアンケート 

 

ご回答日：      年   月   日 

市区町村名：                

       

問1．貴地域での女性の健康支援についてお伺いします。 

 女性の健康支援を行う上で、以下の点について、取り組みを行っているか教えてください。 

問2．周産期の女性を対象とした取り組みについてお伺いします。 

① 周産期の健康をテーマにした講座等を行っていますか？ 1. はい 2. いいえ 

② 出産前後の女性を対象としたメンタルヘルスの支援事業を行っていますか？ 

 
1. はい 

   ↓ 

2. いいえ 

 

もし行っている場合は、具体的な事業内容を教えて下さい： 

（例：出産後の母親の健康に関する訪問相談事業） 

【                                                】 

③ 新生児の全戸訪問を行っていますか？ 1. はい 2. いいえ 

問3．更年期の女性を対象とした取り組みについてお伺いします。 

① 更年期の健康をテーマにした講座等を行っていますか？ 1. はい 2. いいえ 

② 更年期の女性を対象としたメンタルヘルスの支援事業を行っていますか？ 

 
1. はい 

   ↓ 

2. いいえ 

 

もし行っている場合は、具体的な事業内容を教えて下さい：（例：心身の健康に関する相談事業） 

【                                                 】 

① 女性の健康支援に関する取り組み 
1． 行っている 

→ ②へお進みください。 

2． 行っていない 

 → 問 2 へお進みください。 

② どちらの部署が担当していますか？ 【                            】 

③ その部署は女性の健康支援に特化した部署ですか？ 1． はい 2． いいえ 

④ 女性の健康支援に関する予算はありますか？ 1． あり 2． なし 

⑤ 女性の健康支援に携わっている職員数 【         】人 

うち、女性の健康支援に専属として携わっている職員数： 【         】人 

⑥ 女性の健康支援に関して、他部署（母子乳幼児、学校教育、生活保護等の担当部署）と協働して行っ

ている取り組みや事業はありますか？ 

 
1． あり 

   ↓ 

2． なし 

 

もしある場合は、具体的な事業内容を教えてください： 

（例：生活保護被保護者のレセプトデータを生活保護担当部署と共有し、保健指導を実施） 

【                                                 】 

ご協力ありがとうございます。選択肢のみで回答が難しい場合は、

選択の上、余白部分に追記して頂くか、お気軽にご連絡下さい。 
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  No 1 

1202 

女性の健康支援についてのアンケート 

 

問4．婦人科系のがん検診について 

① 「子宮がん（子宮頸がん・子宮体がん）検診」の受診率向上のための取り組みを行っていますか？ 

 
1. はい 

   ↓ 

2. いいえ 

 

もし行っている場合は、具体的な内容を教えて下さい：（例：地域の大学と協力してキャンペーン実施） 

【                                                  】 

② 「乳がん検診」の受診率向上のための取り組みを行っていますか？ 

 
1. はい 

   ↓ 

2. いいえ 

 

もし行っている場合は、具体的な内容を教えて下さい：（例：受診勧奨チラシを対象者全員に配布） 

【                                                  】 

問5．＜15～39 歳の間の人を対象とした健康診断＞についてお伺いします。 

① 健康診断を行っていますか？ 
1． はい 

→ ②へお進みください。 

2． いいえ 

→ ⑬へお進みください。 

② 対象としている年齢は何歳ですか？ 【     】歳～【     】歳 

③ 受診率（男女計、平成 27 年度） 【       】％ 

④ 受診率（男性のみ、平成 27 年度） 【       】％ 

⑤ 受診率（女性のみ、平成 27 年度） 【       】％ 

⑥ 健診委託の有無 1. 委託 2. 直営 3. その他【         】

⑦ 健診実施方法の内訳 
集団健診 

【      】％ 

個別健診（医療機関健診）

【      】％ 

⑧ 託児サービスの実施 1. あり 2. なし 

⑨ 健診項目に含まれているものすべてに○を付けて下さい。 

 

⑩ 自己負担額 

1. あり 

 ↓ 

 一人あたり【           】円 

2. なし 

 

 

⑪ どのような受診勧奨を行っていますか？：（例：受診券の全戸配布、学校等の教育機関と協働） 

 

身長・体重  血圧測定  尿検査（糖・蛋白・潜血）  血液検査（血中脂質・肝機能・血糖・腎機能・

尿酸・貧血・血液一般）  心電図   レントゲン   骨密度測定   その他
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  No 1 

1202 

女性の健康支援についてのアンケート 

 

⑫ 健診の案内（健診に関する広報）の方法についてお伺いします。 

受診券の配布以外で、健診の案内を行う上で実際に利用したことのある伝達媒体すべてに○を付けてくだ

さい。 

訪問 ハガキ 手紙 電話 有線放送 ラジオ 
ケーブル 

テレビ 

新聞 チラシ カレンダー 広報誌 回覧板 垂れ幕 立て看板 

街頭ポスター 
医療機関内

ポスター 
ユニフォーム ホームページ

SNS（Twitter

等） 
副読本 ロゴマーク 

マスコット 有名人 かかりつけ医
健診ボランテ

ィア団体 
既存の住民組織   

その他【                                                         】 
 

⑬ 健診以外に、39 歳以下の人を対象とした健康支援を行っていますか？ 

 
1. はい 

   ↓ 

2. いいえ 

 

もし行っている場合は、具体的な支援内容を教えて下さい：（例：健康相談） 

【                                                  】 

問6．＜特定健診・特定保健指導の実施方法＞についてお伺いします。 

① 特定健診委託の有無 1. 委託 2. 直営 3. その他【            】

② 特定保健指導委託の有無 1. 委託 2. 直営 3. その他【            】

③ 健診実施方法の内訳割合 
集団健診 

【      】％ 

個別健診（医療機関健診）

【      】％ 

④ 特定健診自己負担額 

1. あり 

 ↓ 

一人あたり【           】円 

2. なし 

 

 

問7．＜特定健診・特定保健指導の受診率＞についてお伺いします。 

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

1-1. （男女計） 

特定健診受診率： 
特定健診受診者数／国保対象者数 

% % % % % % % %

1-2. （男性のみ） 

特定健診受診率： 
特定健診受診者数／国保対象者数 

% % % % % % % %

1-3. （女性のみ） 

特定健診受診率： 
特定健診受診者数／国保対象者数 

% % % % % % % %

2-1. （男女計） 

特定保健指導利用率： 
% % % % % % % %

2-2. （男性のみ） 

特定保健指導利用率： 
% % % % % % % %
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女性の健康支援についてのアンケート 

 

2-3. （女性のみ） 

特定保健指導利用率： 
% % % % % % % %

3-1. （男女計） 

特定保健指導終了率： 
% % % % % % % %

3-2. （男性のみ） 

特定保健指導終了率： 
% % % % % % % %

3-3. （女性のみ） 

特定保健指導終了率： 
% % % % % % % %

問8．＜特定健診の受診案内＞についてお伺いします。 

A) 特定健診の受診率向上のために、受診券の配布方法・配布時期に関して工夫していることはありますか？ 

 
1. あり 

   ↓ 

2. なし 

 

もしある場合は、具体的な工夫内容を教えて下さい：（例：誕生日月に配布） 

【                                                  】 

B) 健診の案内（健診に関する広報）の方法についてお伺いします。 

受診券の配布以外で、健診の案内を行う上で実際に利用したことのある伝達媒体すべてに○を付

けてください。 

訪問 ハガキ 手紙 電話 有線放送 ラジオ 
ケーブル 

テレビ 

新聞 チラシ カレンダー 広報誌 回覧板 垂れ幕 立て看板 

街頭ポスター 
医療機関内

ポスター 
ユニフォーム ホームページ

SNS（Twitter

等） 
副読本 ロゴマーク 

マスコット 有名人 かかりつけ医
健診ボランテ

ィア団体 
既存の住民組織   

その他【                                                         】 

問9．＜特定健診の実施にあたっての工夫＞についてお伺いします。 

健診の内容を工夫する上で、以下の項目を実施していますか？ 

① がん検診との同時実施 
1. あり 

 ↓ 

2. なし 

 

ありの場合は、実施している検診（複数選択可） 【大腸がん  肺がん  胃がん  子宮頸がん  乳がん】

② 法定外の検査項目の追加 

 
1. あり 

   ↓ 

2. なし 

 

もしある場合は、具体的な追加検査項目を教えて下さい：（例：ピロリ菌・ペプシノゲン検査） 

【                                                  】 

集団健診を「実施している」場合は③へ、「実施していない」場合は問 10 へお進みください。 
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③ 健診会場の拡大 1. あり 2. なし 

④ 受診者が健診会場を選択できる工夫 1. あり 2. なし 

⑤ 健診日数の拡大 1. あり 2. なし 

⑥ 受診者が健診日時を選択できる工夫 1. あり 2. なし 

⑦ 早朝健診の実施 1. あり 2. なし 

⑧ 夕方健診の実施 1. あり 2. なし 

⑨ 夜間健診の実施 1. あり 2. なし 

⑩ 休日（土日、祭日）健診の実施 1. あり 2. なし 

⑪ 予約不要での健診実施 1. あり 2. なし 

⑫ 女性専用健診日の設定 1. あり 2. なし 

⑬ 託児サービスの実施 1. あり 2. なし 

⑭ その他【                                                        】 

問10．＜特定健診の未受診者への受診勧奨＞についてお伺いします。 

健診の未受診者に対して、どのような受診勧奨を行っていますか？ 

（例：過去 5 年の受診回数を基に未受診者をグループ分けし、グループ毎に 3 か月後に封書を郵送、コールセ

ンターから電話をかける、等の受診勧奨を行う。） 

お忙しい中ご回答下さり、本当にありがとうございました。 

同封の返信用封筒にて、ご返送をお願い申し上げます。 

ご不明な点はお気軽にお問合せください。 

 

順天堂大学大学院医学研究科公衆衛生学講座 

〒113-8421 東京都文京区本郷 2-1-1 

Tel: 03-5802-1049  FAX: 03-3814-0305
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